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所有者不明土地管理人制度により用地取得した

事例について 
 

 
種岡 洋介・阿部 稔 

 
関東地方整備局 常総国道事務所 用地第一課  

（〒300-0033 茨城県土浦市川口１－１－２６ アーバンスクエア土浦ビル４F） 

 

事業に必要な用地の取得において現在の土地所有者との土地売買契約が必要となるが、本件におい

ては、全ての法定相続人が相続放棄した、多重債務者が存する所有者不明土地があり、長年隘路とな

っていたが、民法の改正等に伴い、2023年4月に施行となった所有者不明土地管理制度を活用した事

例を紹介する。 
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1.  事業概要 

  
 国道6号牛久土浦バイパス事業は、牛久市、土浦市周

辺市街地の交通混雑の緩和、交通安全の確保及び首都圏

中央連絡自動車道へのアクセス向上を目的とした、延長

15.3ｋｍのバイパス事業である。 
 2011年11月までに、国道408号から学園東大通りまで

の延長3.9㎞の区間、2022年3月26日には、バイパス起点

から城中・田宮線までの1.3ｋｍの区間が暫定2車線で開

通した。 
 牛久土浦バイパスの整備により、国道6号の牛久駅～

荒川沖周辺の渋滞緩和や安全性の向上などが期待されて

いる。 
 

 
図1  位置図 

2.  事案の概要 

 
 今回、本制度により取得することになった土地は2筆
である。内、1筆は単独所有、もう1筆は共有地となって

いる。 
 まず、単独地については現況が雑種地となっている。

所有者Xは既に死亡しており、相続人全員が相続放棄を

しており、相続人不存在となっている。また、甲区につ

いては複数の差押債権（Y市）が、乙区には複数の抵当

権等が設定されている。 
 共有地については、現況が公衆用道路となっており、

12名の共有となっており、所有者Xも持分を所有してい

る。乙区には複数の抵当権等が設定されている。 

 
図2  登記簿謄本（抜粋） 
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3.  所有者不明土地とは 

 
 所有者不明土地とは、改正後の民法第264条の2におい

て、「所有者を知ることができず、又はその所在をしる

ことができない土地」と記載されている。つまり、不動

産登記簿により所有者が直ちに判明しない土地又は所有

者が判明しても、その所在が不明で連絡が付かない土地

のことを言う。高齢化の進展や人口の減少、土地の所有

意識の希薄化などの背景から所有者不明土地は増加傾向

となっている。所有者不明土地が引き起こす問題として

は、所有者の探索に多大な時間をようすることから土地

の利用・活用を阻害することなどが挙げられる。 
 

4.  所有者不明土地管理制度とは 

  

(1)  制度の概要 

 2021年に民法が改正されたことにより、「特定の土

地」のみに特化して管理を行う所有者不明土地管理制度

が創設され、2023年4月1日に施行となった。（新民法第

264条の2～第264条の8） 

 本制度は、調査をつくしても所有者又は所有者の所在

を知ることができないこと、管理状況等に照らし管理人

による管理の必要性があることを要件として、利害関係

人の申立てにより裁判所から管理命令が発令される。選

任された管理人は対象の土地について、保存や利用、改

良行為を行うことに加えて、裁判所の許可を得て、対象

財産の処分等によって金銭が生じたときは、管理人は供

託することが可能である。 

 

(2)  不在者財産管理制度（従来の制度） 

 財産の管理において、行方不明者が発生した場合に従

来から活用されている制度として、不在者財産管理制度

（民法第25条）がある。制度の概要としては、所有者不

明土地管理制度と要件や管理人の権限等、類似している

部分も多く、土地の所有者の所在が不明である場合に、

利害関係人の請求により、不在者財産管理人が選任され

る。 

 「特定の土地」に特化している新制度と比較して、不

在者財産管理制度は「人」に特化している制度というこ

とができる。 

 

(3) 所有者不明土地管理制度と不在者財産管理制度の

比較  

 所有者不明土地管理制度の手続きを行うにあたり、特

に大きなポイントとして、従来より活用されている不在

者財産管理制度での手続きとの比較が挙げられる。それ

ぞれの制度を活用した場合に対象となる財産の数や種類、

手続きを行う管轄裁判所、相続の状況等を踏まえて、適

切な制度を活用することが重要である。 

 例えば、公共事業による用地の取得においては、事業

用地のみを対象に管理人を選任することが可能であり、

また、行方不明者の最終住所地を問わず、事業用地を管

轄する裁判所での手続きが可能となる所有者不明土地管

理制度が活用される機会も多くなると考える。一方で、

土地のみでなく、建物も含めた管理人の選任を検討する

場合、所有者不明土地管理制度のみで建物まで含めた管

理人の選任はできないが、不在者財産管理制度を活用す

ると、全ての財産の管理が可能となる。 

 土地の所有者の所在が不明である場合には、所有者不

明土地管理制度と不在者財産管理制度のどちらの要件も

満たし得るため、どちらの制度を活用するかについては

手続きの目的や対象となる財産の状況を踏まえ、個別事

案に応じて適宜選択する必要がある。 

 以下、相続財産管理制度と所有者不明土地管理制度の

比較を下記表-1のとおりとなる。 

 

表-1  財産管理制度の相互関係）１ 

 

 

5.  活用事例 

 

(1)  事業用地が所有者不明となった経緯 

今回、現況が雑種地及び公衆用道路（共有私道）の2

筆の事業用地の取得で制度を活用した。当該土地を取得

するに当たって、土地登記簿や住民票、戸籍で土地名義

人について調査を行ったところ、名義人は亡くなってお

り、相続登記がされていないことがわかった。そのため、

相続調査を実施したところ、名義人の法定相続人全て相

続放棄されていることを確認したことから、当該事業用

地2筆が所有者不明土地と認定されるに至った。 

 
(2)  所有者不明土地管理制度を活用した理由 

 本事例では従来の制度である不在者財産管理制度も活

用することができた中で所有者不明土地管理制度を活用

したが、前章でも記述のとおり、不在者財産管理制度と

の比較検討が大きなポイントとなった。本事例において、

不在者財産管理制度を活用した場合には、管理人は名義

人が所有していた全ての土地、複数の差押債権及び根抵

当権設定仮登記が設定されている土地の管理をする必要

があり、管理人の負担となるところ、所有者不明土地管

理制度では事業用地のみを管理の対象とすることで、効

率的な手続きや管理の実施が可能となり、管理人の負担

も軽減できることから、所有者不明土地管理制度を活用

することとした。 
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 また、管轄法務局からも所有者不明土地管理制度を勧

められたのも一因である。 

 

(3)  管理命令手続きの流れ 

 本事例では、行方不明者について戸籍等を用いて調査

を行い、関係機関との協議のもと、必要書類の作成を行

った上で、管理命令の申立て依頼を行った。申立て依頼

から管理命令の嘱託登記までの流れは図3のとおりとな

る。 

 なお、管理人選任後は、管理人と土地調書の確認、国

税徴収法109条による手続きで差押債権者（本件におい

ては市）と協議を行い、差押債権の抹消及び乙区に付い

ている根抵当権設定仮登記の抹消も併せて行った。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図3  管理命令手続きのフロー図 
 

6. まとめ 

 

 本件については、所有者不明土地管理制度に特化して、

事例紹介したが、これ以外にも国税徴収法第109条によ

る処理、過半数以上の持分価格を取得した分筆登記等、

1つの案件に対して色々な要素が絡んだ案件である。 

 いろいろな要素が絡んだ案件ではあったが、個々の要

素においては幸いにして参照すべき事例があったので、

それらを参照しながら進めることができた。 
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謝申し上げます。 

 

参考文献 

1)法務省民事局：令和3年民法・不動産登記法改正、相続土地

国庫帰属法のポイント  

9.  その他注意事項 

  

(1)  論文の提出方法 

 論文は，提出要領に従い電子データによる提出に限り

ます． 

なお，ファイルは原稿（Word）及びPDFとし，PDFのフ

ァイルの容量は3MB程度とします． 

 

(2)  論文中の年の表記 

 年の表記は，年号ではなく，西暦にしてください． 

 

(3)  論文の公開 

 スキルアップセミナー関東は地方公共団体及び管内関

係団体の職員の方も発表者・聴講者として参加し，一般

の方も聴講者として参加します．また，実施要領に記載

しているとおり，発表論文は全て関東地方整備局のホー

ムページに掲載し，外部に公開されます．これらを踏ま

えた上で論文を作成してください．  

 

(4)  その他 

・第三者が聞いてさっと取組内容が伝わるように少し

具体的に説明するようにしてください． 

・どういう観点で取り組んだか，また，創意工夫をこ

らしたか，効果や成果はどうかなど，具体的に説

明するようにしてください． 

・取組の特殊性，独自性を明確にして，具体的に取組

内容を説明するようにしてください． 

・今後如何に改善を図って，さらに取組を進めるかを，

明確にするようにしてください． 

 

謝辞：「謝辞」は「結論」の後に置いてください．見出

【2024年7月】 

管理命令申立て依頼 

（関東地方整備局→法務局 

【2024年8月】 

管理命令申立て 

（法務局→裁判所） 

【2024年10月】 

異議届出期間の公告 

（裁判所） 

【2024年11月】 

管理命令の決定・管理人選任 

（裁判所→管理人、法務局） 

管理命令に対する即時抗告 

（管理人→裁判所） 

【2024年12月】 

管理命令の嘱託登記 

（裁判所→法務局） 

抗告なく2週間経過 

相続登記（管理人） 

相続が発生している場合に、行

方不明者の名義に変更する。 


